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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

2,143 △4,142

減価償却費 810 844

トレーディング商品評価損益（△は益） 5 △6

賞与引当金の増減額（△は減少） △280 △303

退職給付引当金の増減額（△は減少） △101 △30

貸倒引当金の増減額（△は減少） △5 △15

ポイント引当金の増減額（△は減少） △30 △53

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 29 16

受取利息及び受取配当金 △138 △136

支払利息 11 5

会員権売却損益（△は益） △0 －

投資有価証券清算損 0 －

投資有価証券売却損益（△は益） △339 △189

投資有価証券償還損益（△は益） － 37

投資有価証券評価損益（△は益） 28 1,094

固定資産売却損益（△は益） △2 －

固定資産除却損 34 11

ゴルフ会員権評価損 － 31

証券取引責任準備金の増減額（△は減少） － △304

金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） － 168

顧客分別金信託の増減額（△は増加） △620 2,210

預り金及び受入保証金の増減額（△は減少） △1,197 △1,382

短期貸付金の増減額（△は増加） 18 △4

トレーディング商品の増減額 △635 793

信用取引資産及び信用取引負債の増減額 8,169 7,489

募集等払込金の増減額（△は増加） 855 148

短期差入保証金の増減額（△は増加） 28 －

その他 413 90

小計 9,197 6,372

利息及び配当金の受取額 138 135

利息の支払額 △11 △4

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △1,539 △24

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,785 6,478

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △4,150

定期預金の払戻による収入 － 4,150

有形固定資産の取得による支出 △885 △261

有形固定資産の売却による収入 34 －

無形固定資産の取得による支出 △546 △89

投資有価証券の取得による支出 △710 △40

投資有価証券の売却による収入 494 345

投資有価証券の償還による収入 － 78

長期貸付けによる支出 △0 △16

長期貸付金の回収による収入 15 11

その他 59 24

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,538 51

─ 70 ─



(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △300 △70

株式の発行による収入 3 －

自己株式の売却による収入 0 0

自己株式の取得による支出 △1,755 △1,321

配当金の支払額 △2,183 △1,469

財務活動によるキャッシュ・フロー △4,236 △2,859

現金及び現金同等物に係る換算差額 △12 △10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,997 3,659

現金及び現金同等物の期首残高 9,636 11,634

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  11,634 ※1  15,294

─ 71 ─















































































































  

平成20年６月24日

いちよし証券株式会社 

取締役会 御中 

 

   

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているいちよし証券株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、いちよし証券株式会社及び連結子会社の平成20年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の監査報告書

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  小  西  幹  男  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  廣  田  壽  俊  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  平  井  啓  仁  ㊞ 

※１  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２  連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 

─ 126 ─



  

平成21年６月23日

いちよし証券株式会社 

取締役会 御中 

 

   

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」
に掲げられているいちよし証券株式会社の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の連結
財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ
ロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監
査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて
いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人
は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、いちよし証券株式会社及び連結子会社の平成21年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了
する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。 
  

＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、いちよし証券株
式会社の平成21年3月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及
び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部
統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記
載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要
な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として
行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含
め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と
して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、いちよし証券株式会社が平成21年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の
評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

   

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士  小  西  幹  男  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士  平  井  啓  仁  ㊞ 

※１  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２  連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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平成20年６月24日

いちよし証券株式会社 

取締役会 御中 

 

   

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているいちよし証券株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第66期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、いちよし証券株式会社の平成20年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の監査報告書

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  小  西  幹  男  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  廣  田  壽  俊  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  平  井  啓  仁  ㊞ 

※１  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２  財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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平成21年６月23日

いちよし証券株式会社 

取締役会 御中 

 

   

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているいちよし証券株式会社の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの第67期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、いちよし証券株式会社の平成21年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の監査報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士  小  西  幹  男  ㊞ 

指定有限責任社員
業務執行社員 

 公認会計士  平  井  啓  仁  ㊞ 

※１  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。 

２  財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月23日 

【会社名】 いちよし証券株式会社 

【英訳名】 Ichiyoshi Securities Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役(兼)代表執行役社長    武  樋  政  司 

【最高財務責任者の役職氏名】             ― 

【本店の所在の場所】 東京都中央区八丁堀二丁目14番１号 

【縦覧に供する場所】 大阪支店

 (大阪市中央区高麗橋三丁目１番３号) 

 岡山支店

 (岡山市北区内山下一丁目１番５号) 

 神戸支店

 (神戸市中央区加納町六丁目６番１号) 

 横浜支店

 (横浜市西区南幸二丁目20番５号) 

 千葉支店

 (千葉市中央区新町１番地20) 

 
(名古屋市中区栄三丁目１番26号) 

名古屋支店

 株式会社  東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社  大阪証券取引所

 (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



当社取締役（兼）代表執行役社長武樋政司は、当社の第67期(自  平成20年４月１日  至  平成21年３

月31日)の有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いた

しました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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